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解説 民法（家族法） 
改正のポイントⅠ
──2018～2022年民法改正編

大村敦志 = 窪田充見 編

担当編集から
債権法改正に続いて，民法の家族法分
野において，現在複数の改正がなされ

ています。具体的には，2018 年の婚姻法改正，2019 年
の養子法改正，2022 年の親権法・実親子法改正です。
編集担当の私がそうなのですが，油断をすると自分が学
習し理解している民法とは全く別の規定となっているこ
とがあり，アップデートした内容を学習する必要が生じ
ます。
　今回紹介する本書は，上記一連の改正をひとまとまり
の改正として捉えたうえで，それぞれの直接の改正の経
緯・背景，その内容，実務への影響までを丁寧に解説し
ています。第一人者によるコンパクトでわかりやすい解
説は，家族法の理解をアップデートするだけではなく，
今後の家族法を考えるうえでも必読といえましょう。
　なお，さらに続く 2024 年の家族法改正は本書に含ま
れておりませんが，Ⅱとして引き続き刊行予定ですの
で，どうかお待ちください。（ I ）

序　章　改正の経緯

第 1 章　婚姻法の改正（2018年）

第 2 章　養子法の改正（2019年）

第 3 章　親権法の改正（2022年）

第 4 章　実親子法の改正（2022年）
Ⅰ　嫡出推定
Ⅱ　否認権者の拡大
Ⅲ　認知無効の制限
Ⅳ　子が自ら主張する際の出訴期間の特則
Ⅴ　生殖補助医療に関する特則

社会的な関心も高い一連の法改正をぜひこの機会に！Point
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